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論　　文　　の　　要　　旨

一、本論文の主題は米国におけるルール伺メーキングについての国民の参加一国民の意見反映の

ための行政手続　　を扱いラ我国の行政立法手続への一助とせんことを試論したものである。

二、まず序章では、我国では議会の立法活動や行政処分においては聞接的または直接的に国民（利

害関係人）の意思とパイプが連動しているのにラ委任立法の分野ではほとんどそれがなされていな

いこと、そして米国においては行政手続法その他の個別法でそれが行なわれていることに着目しう

本研究が始動されたことを述ベヨ第一章ではまず規則制定の憲法上の地位。特に立法権非委任の理

論の克服身デュー画プロセスとの関係を述ベヨ次いで行政手続法上の規定内容を紹介しラ本論文の

導入部としている。

　第二章では規則制定手続きの内容である告知，聴聞争記録の作成にふれヨまたこの参加を実りあ

らしめるために必要とされる行政機関が有する情報の公開の自由とその制約に関する法制度を述べ

ている。

　次いで規則制定に正式規則制定と非正式規則制定との二種類の手続があることヨそして裁決（我

国でいう行政処分と大体同じに考えてよい）と異なり、規則の場合は非正式手続が中心となってい

ること雪そしてこの場合告知と書面による意見書の提出の手続をいかに行うかはう一般的には行政

機関の裁量に委ねられているものの、その具体的適用に当たって生ずる種々の問題につき詳細に検

討を加えている。
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三、第三章ではラ規則制定手続きについての個別法の中には，聴聞の機会を与えた後記録の作成を

義務づけ。あるいは反対尋問を認めるものもあるように、正式規則制定手続を採用しているものが

あることを指摘しラ大気清浄法等具体的実定法を挙げ害それぞれ説明を加え，この傾向に一定の評

価を与えている。

　続いて裁判所の態度の変化に言及し、行政手続法553条が明文では一般的に口頭手続きの採用を

行政機関の裁量にゆだね，個別法が特別規定をおくときにはそれによることとしているにもかかわ

らずヨかかる特別規定がなくても反対尋問等を行う正式手続をとることを要求する判決が現れて芦

たこと言そしてその根拠をデュープロセスや裁判の公正の概念におくこと等を，諸判決を個別的に

検討することにより浮彫らせると共にヨ逆に最近の最高裁ではかかる加重要件を裁判所が命ずるこ

とを否定した事件を紹介している。

四、第四章では行政手続法553条（・）項自身が本来の適用除外事項として定めている軍事，外交。官

庁内部の管理ヨ人事、公共の財産、貸付金ラ補助金，契約に関する事項のそれぞれにつき解釈問題

（例えば軍事または外交上の事項にいかなるものが該当するかヨあるいは人事に関する事項でも外

部の第三者に影響を与えるような場合には適用すべきではないか等々）や事除外事項を設けた理由害

適用除外についての判例の修正動向ならびに立法府と行政府の動向を検討しサ今後の展望を行なっ

ている。

五、第五章は553条（b）Aで同様に適用除外として定められている「解釈1手続規則」と「実体的規

則の区別」および「施策の一般的説明」につき述べると共にヨ具体的ヨ個別的な行政機関による運

営とその問題点を述べ、これらのものでも特に実体的影響を与えるようなものについては公衆への

告知と聴聞の付与が望ましいとしている。そして実体的規則とそれ以外の規則との区別の基準につ

いて「法的効果の基準」や「実質的影響のテスト」等をめぐり判例の動向を詳細に辿りラ実体的規

則と手続的規則の相対化が指摘されている。

六、第六章は除外事由としての官庁が除外することに「正当事由」ありとしうる場合の「実際上不

可能冒不必要または公共の利益に反する」ことにつきヨ判例を中心に触れラ我国における行政立法

では授権法との関係だけが重視され手続的側面が無視されている欠陥を指摘し、その重要性をカ説

して結語としている。

審　　査　　の　要　　旨

一、議会の代表機能の衰退とともに公衆参加の重要性が叫ばれている中でヨ行政立法の分野でのこ

の問題を本格的に取り上げた論文はほとんどなく，恐らく本論文を隔矢としよう。もっとも本論文

はアメリカのそれに焦点をあてたものであるがヲ我国ではあまりその問題意識さえされていない現

状を考慮するとラこの分野の研究に貢献するところ多くラ将来立法の動きへの一つの誘因ともなろ

う。
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二、参加形態としての告知里意見書の提出雲聴聞，記録の処理等は，いずれをとってもヨ我国でい

つか立法化されるときには検討されねば問題でありヨそのためにこの詳細な研究は不可欠な資料と

なるであろうし争また現在雪行政法学上とみに重要性を増している行政手続一般を論じる角度から

も貴重な研究と云えよう。すなわちヨ我国で現行実定法上採用されている類似の手続への参考とな

るからである。

三、本論文の特色は害ほとんど我国で入手しうる文献を渉猟しヨかつ判例を自ら個別的に丹念にフォ

ローしヨこれらを分析していることである。その数は相当数にのぼり相当のエネルギーを消費した

ものと思われる。そして扱われている判例には原子炉の設置や運転の免許その他の環境規則に関す

る規則制定の事件が多く含まれており，類似の事件を抱えている我国では米国裁判所のこれらの事

件につき抱いている基本思想およびその変遷を知ることによりうこれを有益に利用しうることと思

われる。

四、以上のように本論文は我国においては未開拓なアメリカのルール1メーキングの彪大な全貌をヨ

文献ヨ判例および立法の動向を通じて詳細に追跡して明らかにしたもので大いに評価しうるもので

ある。

　よって、著者は法学博士の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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